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CSRへの取り組み

CSRに関する基本的な考え方

 CSR（Co rpo r a t e  Soc i a l  Respons i b i l i t y）の

「Responsibility」の意味を「責任」ではなく、「信頼」と置き

換えて解釈しています。義務や責任として行動するのでは

なく、ステークホルダーの期待に応える経営を行うことで社会

から信頼され、企業価値の向上につながると考えています。

CSR・環境推進体制

 継続的なCSR活動の推進と強化を目指し、2008年6月に

専門部署であるCSR本部を新設すると共に、CSR・環境推進

体制を構築しました。また、2012年1月に最高会議体のCSR・

環境推進会議を、CSR活動を包括的に進めるCSR会議（議長：

会長兼CEO）と環境活動に特化した環境推進会議（議長：社長）

に分離し、役割をより明確にした組織体制としました。CSR

会議と環境推進会議はそれぞれ年2回開催し、取り組むべき

課題についての立案・検討や進捗の評価などを行っています。

また、海外全生産拠点の経営責任者によるグローバル環境推進

会議を年１回開催し、世界の全拠点で、高質で同質の環境経営

を行うことを目指しています。

国際規格に基づき７つの重点課題を設定

 国際社会での信頼をさらに高めるため、2010年度に組織

の社会的責任における国際規格ISO26000の中核主題に

基づき、「環境経営の推進」「安全健康な職場環境」「製品・サー

ビスの安全と品質」「人権・労働慣行」「取引先との信頼関係」

「ステークホルダー・コミュニケーション」「コーポレートガバ

ナンスとコンプライアンス」の7つを当社が取り組むべき重点

課題としました。今後もこの課題に沿ったCSR経営を推進

していきます。

生物多様性保全活動の推進

 当社は2010年度に「生物多様性ガイドライン」を制定し

生物多様性保全活動を進めていますが、特に生産設備の冷却水

として河川から水資源を大量に利用していることから、その

持続可能な利用と周辺環境の保全が課題となっていました。

そこで、「生産拠点周辺の水環境を守る」をテーマとするプロ

ジェクトを発足し、2011年度から取り組みを開始しました。

周辺地域の事前調査を完了し、2012年度は三重が本格的な

保全活動を、新城（新城南を含む）および三島工場が本格調査を

開始しました。それらの主な取り組みをご紹介します。

三重工場

 他の生産拠点に先駆けて2010年11月から調査を開始

した三重工場（三重県伊勢市）は、取水・排水している宮川下流

流域、桧尻川流域の水質調査や鳥類、水生生物などのモニタ

リングに加え、伊勢湾に面した大湊海岸で海浜の形状調査、

希少植物種のモニタリン

グを毎月従業員が実施

しています。また、独自の

鳥類観察マップや図鑑、

黒メダカの生態分布図の

作成、定期的な清掃活動

を行っています。

新城／新城南工場

 新城、新城南工場（愛知県新城市）は、取水・排水している豊川

水系の支流である野田川および黒田川において「自然生き物

健康診断」と名付けた調査・保全活動を行っています。また、

豊川水系の上流にある

県内有数の棚田「四谷

千枚田」の保全活動も

実施しています。

三島工場

 三島工場（静岡県三

島市）では、工場周辺の

狩野川とその支流である

5つの川で水質調査を

実施しているほか、水生

生物や鳥類、植生の調査

を進めています。

粉末再生ゴムの活用

 当社は廃タイヤなどを粉砕して製造される粉末再生ゴムの

活用を積極的に進めています。粉末再生ゴムは従来、原料ゴム

とのブレンドが難しく、所望のゴム性能を満足することができ

ませんでしたが、当社では各種コンパウンドに適用できるブレ

ンド技術を確立。2009年から粉末再生ゴム配合のタイヤの

量産を開始し、2012年度における各種再生ゴム使用量比率は

2008年度に比べ2.2倍に拡大しました。こうした取り組みが

評価され、2012年10月、リデュース・リユース・リサイクル

（3R）推進協議会主催の2012年度「3R推進功労者等表彰」に

おいて「会長賞」を受賞しました。また、米国、フィリピン、タイ、

ベトナムなどの海外生産拠点でも粉末再生ゴムの活用に取り

組んでいます。

国内外で廃棄物削減を推進

 国内生産拠点では「廃棄物の総量を2012年度から2014年

度までの3年間で2006年度比35％削減」「廃棄物の原単位を

毎年1％以上削減」、海外生産拠点では「廃棄物の原単位を毎年

1％以上削減」という目標を掲げ、取り組んでいます。2012年

度の廃棄物（産業廃棄物、一般廃棄物、有価物の全てを含む）

発生量は17,074トンで、2011年度（1～12月）比11％減

となり、発生量原単位（売上高当たり）も同11％改善しました。

2013年度も引き続き、製品屑の極小化を柱として取り組み

ます。

Topics 2012年度に実施した主なCSR活動をご紹介します。

環境面

大湊海岸では海浜の形状調査や在来海浜植物の保全を行っ
ています

約400年前に開墾された棚田である四谷千枚田の用水路で
水生生物を採集する様子

三島工場従業員による植生調査の様子

当社グループはCSR活動を経営の最重要課題のひとつとして認識し、事業活動のあらゆる面において

｢持続可能な社会の創造｣に向けた取り組みを積極的に推進しています。

CSR経営ビジョン
社会からゆるぎない信頼を得ている

地球貢献企業になる

CSR行動指針
変化し続ける社会動向をつかむ

貢献できる課題を見極める

迅速に行動しゆるぎない信頼を得る

一人ひとりがCSR当事者として行動する

CSR・環境推進体制

本社販売CSR・環境推進部会
部会長：CSR本部長

事業別会議体

機能別会議体

タイヤ生産環境部会
部会長：タイヤ生産本部長

MB生産環境部会
部会長：MB生産・技術企画本部長

関連会社生産環境会議
議長：CSR・環境推進室長

グローバル環境推進会議
議長：CSR本部長

地球温暖化対策委員会
委員長：タイヤ生産本部長

化学物質管理委員会
委員長：研究本部長

廃タイヤ 3R推進委員会
委員長：常務執行役員・タイヤ国内REP営業担当

環境貢献商品委員会
委員長：タイヤ技術統括

YOKOHAMA千年の杜推進委員会
委員長：CSR本部長
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温室効果ガス削減の取り組み

 地球温暖化対策をCSRの最重要課題のひとつに位置付け、

専門委員会を設けてコージェネレーションシステムの導入、

クリーン燃料への転換、徹底的な省エネ活動などを展開して

います。2012年度までの短期目標として「国内グループでの

温室効果ガス（GHG）排出量を2008年度から2012年度の

5年間平均で基準年比12％削減」を掲げ取り組んできた結果、

昨年度までの実績でこの目標を達成しました。2013年度は

「国内グループでのGHG排出量を2020年度までに基準年比

25％削減」という中期目標に向け、活動を進めています。

社会活動面

2013年5月に実施した第2期植樹会の様子

国内横浜ゴムグループの温室効果ガス総排出量と基準年との比較

300

400

65

85

基準年 2009–2012
平均

実排出係数

2009
(08/4–09/3)

2010
(09/4–10/3)

2011
(10/4–11/3)

2011
(11/1–11/12)

2012
(12/1–12/12)

（千t-CO2） (%)

392.2

339.7

309.6
335.8 340.3 331.1

317.0
330.0

316.6
295.1

317.8 315.9
339.7

392.2

基準年を100とした指標 19.2％削減

15.6％削減

海外拠点の CSR活動

杭州優科豪馬輪胎有限公司（中国）
2012年度に実施した経済および環境貢献活動が評価され、杭州市
と杭州経済技術開発区から総額1,347万元（約2億1,000万円）の
奨励金を授与されました。特に環境貢献活動に対する評価は高く、
杭州経済技術開発区から区内における唯一の環境保護モデル企業と
して認定されています。 

ヨコハマタイヤ・マニュファクチャリング･タイ
（タイ）
従業員と共に、地域行政や地元の教育機関など
に様々な寄付活動、慈善活動を行っています。

ＹＨアメリカ（米国）
従業員と共に、地元行政や慈善団体
へ様々な寄付活動を行っています。
2012年度は総額約9,000USドル
を寄付しました。

ヨコハマタイヤ・ベトナム
（ベトナム）
ホーチミン販売事業所でクリ
スマス会を開催し、隣接する
保育園の園児を招待しました。

ＳＡＳラバー（米国）
工場が所在するPainesville市の
環境事業を支援するため、地元の
Kiwanis Recreation Parkに
樹木を寄付しました。

2011年10月、GC-JNが企画した東日本大震災の被災地復興ボランティア・ツアーに賛同し、
当社従業員が宮城県気仙沼大島でボランティア活動を行いました。同ツアーは2011年9月から
2012年2月まで定期的に13回開催され、当社はそのうち10回参加しました。

杭州経済技術開発区から授与された奨励金847万元の賞状を掲げる
杭州優科豪馬輪胎の持永義登総経理と従業員。

乳がん患者を支援する団体「Breast Cancer 
Care」への募金キャンペーン。

車いすなどを寄贈するため、従業員が回収したアルミ缶約1
トン分やIDシリアルプレートを障害者協会に寄付。

工場近隣の小学校に外廊下用タイルとその施工を寄贈。

海外の横浜ゴムグループも、植樹プロジェクト「千年の杜」を始めとする環境貢献活動や地域貢献活動を

積極的に行っています。その一部をご紹介します。

調整後排出係数

被災地復興支援

 東日本大震災による津波で大きな被害を受けた三陸沿岸

に、震災で発生したがれきを植樹マウンド（土手）に使用し常緑

広葉樹を植樹するという「いのちを守る森の防潮堤」づくりが

提唱されています。この震災がれきの利用には復旧を進めると

いう狙いもあります。当社はこの活動に賛同し、2012年4月、

岩手県上閉伊郡大槌町で「千年の杜」植樹会を開催し、「いのち

を守る森の防潮堤」の第一歩となる実験マウンドを初めて造成

しました。2013年5月には第2弾となる植樹会を開催し、新た

に高さ4メートル、長さ250メートルのマウンドを建設して

マウンドの長さを300メートルまで伸ばしました。この植樹

区域は「平成の杜」と名付けられ、毎年50メートルずつ植樹を

実施し、2017年までの5年間で300メートルの植樹を完了

する計画です。

国連グローバル・コンパクトに署名

 当社は2012年5月、国連が提唱する「グローバル・コン

パクト（GC）」に署名し、署名企業などによって構成される

「グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワーク（GC-JN）」

に加入しました。GCは企業に対し人権、労働基準、環境、腐敗

防止に関わる10原則の遵守を要請しています。GCはCSRの

指標として広く世界で認知されていることから、この署名を

契機に国内外の横浜ゴムグループにおけるCSRの質の向上と

レベルの統一を図っていきます。
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コーポレートガバナンス体制図

当社グループは、「企業理念」の下に健全で透明性と公平性のある経営を実現するコーポレートガバナンス体制

を築き、さらにこの体制の充実と強化に努めています。これにより企業価値の継続的な向上が図れる経営体質とし、

すべてのステークホルダーから「ゆるぎない信頼」を得られる経営を目指します。

コーポレートガバナンス体制
 当社では経営の意思決定のスピードアップを図るため執行

役員制度を採用しています。現在の経営体制は代表権のある

会長と社長、また、社外取締役1名を含む取締役10名（執行役員

兼務者含む）と執行役員14名です。経営に関する基本方針や

経営執行に関する重要事項については、取締役を主要メンバー

とする経営会議で審議・決定します。この経営会議に諮られた

重要事項に関しては、その案件の概要を含め取締役会に報告

され、また、最重要案件（取締役会規則に規定されたもの）に

ついては取締役会においても審議されます。

 役員の人事、処遇については透明性と公平性を確保する

ため、役員人事・報酬委員会で審議のうえ、取締役会にて決定

する体制を採用しています。

監査体制
 当社は監査役会設置会社です。経営の監査機能強化の観点

から監査役5名のうち3名を社外監査役とし、独立して公正な

監査を行える体制を取っています。監査役は経営会議など重要

な会議や委員会に出席し、業務執行状況を知ることができ

ます。監査体制については、監査役が取締役の職務執行を監査

し、外部の会計監査人が会計監査を行い、監査室が各執行部門

とグループ会社の業務監査と会計監査を行う三様監査体制を

確立しています。互いに独立性を保って活動するとともに、

監査役は会計監査人と監査室から適宜情報を得て監査役機能

の強化を図っています。さらに監査の実効性を高め、かつ監査

業務を円滑に遂行できるよう監査役を補助する要員を監査役

付として配置しています。

内部統制システムの充実
 2006年5月の取締役会で、業務の適正を確保するための

「会社法に基づく内部統制システムの基本方針」を決議しま

した。その実施状況を毎年フォローするとともに、2009年4月

には「反社会的勢力排除に関する方針」を明記するなどの

見直しを行い、さらなる充実を図っています。また、2008年度

から適用が開始されたJ-SOX法（金融商品取引法による財務

計算に関する体制の評価）にも対応し、2012年度も内部評価

および外部評価において内部統制システムは有効であると

評価されました。

リスクマネジメント体制
 様々なリスクに対する防衛体制を強固なものとすべく、CSR

本部長を議長とするリスクマネジメント委員会を設置し、経営

に重大な影響を及ぼすリスクを横断的に管理し、対応して

います。具体的な事例となるコンプライアンス、安全衛生、

災害、環境、情報セキュリティ、個人情報保護、輸出管理などに

かかわるリスクに関しては、それぞれコンプライアンス委員

会、中央安全衛生委員会、中央防災会議、CSR会議、環境推進会

議、情報セキュリティ委員会、個人情報保護管理委員会、輸出管

理委員会などを設置し、損失とリスクの管理を行うため規則・

ガイドライン・マニュアルの作成、研修、啓発活動などを実施

しています。また、それぞれの管理状況は経営会議などで適時

経営陣に報告されます。

コンプライアンス体制
 社長を議長とするコンプライアンス委員会を設置しており、

取締役は重大な法令違反やそのほかコンプライアンスに

かかわる重大な事実を発見した場合にはコンプライアンス

委員長および監査役に報告します。コンプライアンス委員会は

実行部門としてコンプライアンス推進室を配置し、社内の

全部門と国内グループ会社にはコンプライアンス推進責任者

を選任しています。コンプライアンス推進室は推進責任者から

の報告を含む毎月のコミュニケーションや研修を通じて情報

共有と問題点の把握を行い、適時経営会議にて報告して

います。また、違反行為などの早期発見を目的に内部通報窓口

としてコンプライアンス・ホットラインを設けています。

2012年度は39件の質問・相談がありました。

• 教育・啓発活動
 コンプライアンスの基礎的な知識を身につけるための一般

的な内容と、業務の中で注意しなくてはならない専門的な内容

を組み合わせ、効果を上げる工夫をしています。2012年度も

前年に引き続き、海外のコンプライアンス体制充実を図るため

海外駐在員向けの研修や管理職の法令遵守、ハラスメント研修

などに注力しました。

• グローバル・コンプライアンス・ミーティングを開催
 2011年度から、海外グループ会社のコンプライアンス・法務

担当者を対象とするグローバル・コンプライアンス・ミーティング

をスタートしました。このミーティングは、当社グループでコン

プライアンスリスクを共有し、コンプライアンス事例対応の

レベルアップを図ることを目的としています。2012年度は7月

と11月に開催し、7月はドイツ、オーストラリア、ロシア、中国、

インドの事業統括会社および販売会社6社、11月はフィリピン、

タイ、ベトナムの生産販売子会社5社が参加しました。

グローバル・コンプライアンス・ミーティングの様子

2012年度のコンプライアンス教育の実績

一般社員向け研修

海外代表者向け研修

海外赴任前研修

海外契約締結研修（英語・ロシア語・中国語）

新任役員向け研修

ハラスメント研修

独占禁止法研修

総計

60

10

46

154

1

873

473

1,617

受講者数（人）名称
株主総会

企
業
理
念
・
行
動
規
範

会計監査人 監査役会 取締役会

代表取締役

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

 役員人事・報酬委員会

 経営会議

執行役員／各業務執行部門

CSR会議

環境推進会議

中央防災会議 他

監査室



コーポレートガバナンス

24 25
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的な内容と、業務の中で注意しなくてはならない専門的な内容
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前年に引き続き、海外のコンプライアンス体制充実を図るため
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• グローバル・コンプライアンス・ミーティングを開催
 2011年度から、海外グループ会社のコンプライアンス・法務

担当者を対象とするグローバル・コンプライアンス・ミーティング

をスタートしました。このミーティングは、当社グループでコン

プライアンスリスクを共有し、コンプライアンス事例対応の

レベルアップを図ることを目的としています。2012年度は7月

と11月に開催し、7月はドイツ、オーストラリア、ロシア、中国、

インドの事業統括会社および販売会社6社、11月はフィリピン、

タイ、ベトナムの生産販売子会社5社が参加しました。

グローバル・コンプライアンス・ミーティングの様子

2012年度のコンプライアンス教育の実績

一般社員向け研修

海外代表者向け研修

海外赴任前研修

海外契約締結研修（英語・ロシア語・中国語）

新任役員向け研修

ハラスメント研修

独占禁止法研修

総計

60

10

46

154

1

873
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1,617

受講者数（人）名称
株主総会

企
業
理
念
・
行
動
規
範

会計監査人 監査役会 取締役会

代表取締役

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

 役員人事・報酬委員会

 経営会議

執行役員／各業務執行部門

CSR会議

環境推進会議

中央防災会議 他

監査室



グローバルネットワーク
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Yokohama Reifen GmbH （ドイツ）

Yokohama Austria GmbH （オーストリア）

Yokohama Danmark A/S （デンマーク）

Yokohama Iberia, S.A. （スペイン）

Yokohama Russia L.L.C. （ロシア）

N.V. Yokohama Belgium S.A. （ベルギー）

アジア
Yokohama Tire Sales (Shanghai) Co., Ltd. （中国）

Yokohama Tire Taiwan Co., Ltd.  （台湾）

Yokohama Tire Korea Co., Ltd. （韓国）

Yokohama Tire Sales Philippines, Inc.  （フィリピン）

Yokohama Tire Sales (Thailand) Co., Ltd. （タイ）

Yokohama Asia Co., Ltd. （タイ）

Yokohama India Pvt. Ltd. （インド）

オセアニア
Yokohama Tyre Australia Pty., Ltd. （オーストラリア）

中東
Dubai Head Office （ドバイ／出張所）

Jeddah Office （サウジアラビア／出張所）

総合タイヤテストコース
Tire Test Center of Asia （タイ）

タイヤ事業
生産販売
米州
Yokohama Tire Corporation （米国）

欧州
LLC Yokohama R.P.Z. （ロシア）

アジア
Hangzhou Yokohama Tire Co., Ltd.（中国）

Suzhou Yokohama Tire Co., Ltd.（中国）

Yokohama Tire Philippines, Inc. （フィリピン）

Yokohama Tire Manufacturing (Thailand) Co., Ltd. （タイ）

Yokohama Tyre Vietnam Inc. （ベトナム）

販売およびマーケティングサポート
米州
Yokohama Tire (Canada) Inc. （カナダ）

Yokohama Tire Mexico S. de R.L. de C.V. （メキシコ）

Yokohama Rubber Latin America Indústria e Comércio Ltda. （ブラジル）

欧州
Yokohama H.P.T. Ltd. （イギリス）

Yokohama Suisse SA （スイス）

Yokohama Scandinavia AB （スウェーデン）

Yokohama Europe GmbH （ドイツ）
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海外の主な子会社・関連会社 日本の主な事業拠点
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タイヤ事業
生産拠点
三重工場
三島工場
尾道工場
新城工場
新城南工場

販売子会社・関連会社
株式会社ヨコハマタイヤジャパン
ヨコハマコンチネンタルタイヤ株式会社

総合タイヤテストコース
D-PARC

T*MARY(冬季テストコース）

MB（マルチプル・ビジネス）事業

生産拠点
平塚製造所
ハマタイト工場
平塚東工場
茨城工場
長野工場

販売子会社
横浜ゴムMBジャパン株式会社
（株）プロギア

46

47

48

MB（マルチプル・ビジネス）事業
生産販売
米州
SAS Rubber Company （米国）

YH America, Inc. （米国）　　

アジア
Yokohama Hoses & Coupling (Hangzhou) Co., Ltd. （中国）

Yokohama Hamatite (Hangzhou) Co., Ltd. （中国）

Shandong Yokohama Rubber Industrial Products Co., Ltd. （中国）

SC Kingflex Corporation （台湾）

Yokohama Rubber (Thailand) Co., Ltd. （タイ）

販売およびマーケティングサポート
米州
Yokohama Aerospace America, Inc. （米国）

欧州
Yokohama Industrial Products Europe, GmbH （ドイツ）

アジア
Yokohama Industrial Products Sales—Shanghai Co., Ltd. （中国）

Yokohama Industrial Products Asia-Pacific Pte. Ltd. （シンガポール）

その他

Yokohama Rubber (China) Co., Ltd. 
（中国／中国におけるタイヤ・MB事業の統括会社）

Singapore Branch（シンガポール／出張所）

Y.T. Rubber Co., Ltd.（タイ／天然ゴム加工工場）
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35 

36

38

Head Office
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取締役・監査役・執行役員

28 29

取締役

南雲 忠信
代表取締役会長兼CEO

野地 彦旬
代表取締役社長
ヨコハマタイヤコーポレーション代表取締役社長
兼ヨコハマコーポレーションオブノースアメリカ代表取締役社長

小林 達
取締役副社長 
経営企画室・秘書室・GD100推進室担当兼グローバル人事部担当兼MB管掌
兼ヨコハマビジネスアソシエーション（株）代表取締役社長

後藤 祐次
取締役専務執行役員 
タイヤ管掌兼タイヤ生産本部長

川上 欽也
取締役常務執行役員
CSR本部長兼研究本部長兼平塚製造所長

大石 貴夫
取締役常務執行役員
MB管掌代理兼MBグローバル営業本部長

森田 史夫
取締役常務執行役員
スポーツ事業部担当兼経理部担当兼 IT 企画部担当兼グローバル調達本部担当
兼ヨコハマゴム・ファイナンス（株）代表取締役社長

桂川 秀人
取締役執行役員 
タイヤ企画本部長兼タイヤ海外営業本部長

久世 哲也
取締役執行役員 
タイヤ技術統括兼タイヤ消費財開発本部長
兼ヨコハマ・モータースポーツ・インターナショナル（株）代表取締役社長

岡田 秀一
社外取締役 

執行役員

田中 孝一
専務執行役員 
優科豪馬橡胶有限公司董事長・総経理兼上海優科豪馬輪胎銷售有限公司董事長

高岡 洋彦
常務執行役員
タイヤ国内REP営業担当兼（株）ヨコハマタイヤジャパン代表取締役社長

田中 靖
常務執行役員
タイヤ管掌付特命担当兼タイヤ北米工場臨時建設本部長

小松 滋夫
常務執行役員
グローバル調達本部長兼ヨコハマモールド（株）代表取締役社長

西田 敏行
常務執行役員 
MB生産・技術統括兼MB生産・技術企画本部長

伏見 隆晴
常務執行役員 
タイヤ直需営業本部長兼ヨコハマコンチネンタルタイヤ（株）代表取締役社長

鈴木 忠
執行役員
ヨコハマタイヤフィリピン INC.代表取締役社長

挾間 浩久
執行役員 
グローバル品質保証統括兼MB品質保証本部長

菊地 也寸志
執行役員 
タイヤ技術開発本部長

中澤 和也
執行役員
横浜ゴムMBジャパン（株）代表取締役社長

岸 温雄
執行役員 
タイヤ生産財開発本部長

中野 茂
執行役員 
LLC ヨコハマR.P.Z.代表取締役社長

近藤 成俊
執行役員 
タイヤ物流本部長兼浜ゴム物流（株）代表取締役社長

鶴野 孝一
執行役員 
グローバル人事部長兼ヨコハマピアサポート（株）代表取締役社長
兼ヨコハマビジネスアソシエーション（株）代表取締役

監査役

福井 隆
常任監査役 

大尾 雅義
常勤監査役 

古河 直純
社外監査役 

佐藤 美樹
社外監査役 

梶谷 剛
社外監査役 

財務セクション

30
財務の概況

33
事業等のリスク

34
11年間のサマリー

36
連結貸借対照表

38
連結損益計算書

39
連結包括利益計算書

40
連結株主資本等変動計算書

41
連結キャッシュ・フロー計算書

42
セグメント情報
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